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 これに対して Hollingsworth と White は、監査の効力が公的部門における内部組織の管理上のア
カウンタビリティにも影響を及ぼしていることを説く。すなわち、管理上のアカウンタビリティ
における監査の効力が政府組織の自主的な統制に役立つことを述べている。その具体例として、
英国の会計検査院、NAO（National Audit Off ice）による中央政府の監査をあげている。そして
NAO が管理上のアカウンタビリティを強化して、それと同時に民主主義のアカウンタビリティを
履行していることを述べている10。 
 Hollingsworth と White のモデルに依拠するのであれば、英国では、公的部門の監査が民主主義
実践女子大学人間社会学部 紀要 第六集 
 




































出に見合った価値（Value for Money、以下 VfM と略記する。）監査を義務付けた。続くメージャー
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252 条の 39）に対して、地方自治体の事務執行全般について監査を請求する制度である（第 75
条第１項）14。事務監査請求は昭和 21 年（1946 年）に監査委員の職務の１つとして採用された。
その後、昭和 22 年（1947 年）の地方自治法の制定にあたり全面的に導入された。また、監査請
求に関しては議会（第 98条第２）及び長（第 199 条第６項）からの監査請求も制度上、認めてい
る15。 
 一方、住民監査請求制度とは、選挙権を有する地方自治体の住民であれば１名であっても、監
査委員または個別外部監査人（第 252 条の 43）に対して、地方自治体の「財務会計上の行為16」
について（第 242 条第１項）監査を請求することができる制度である17。住民監査請求制度は住
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績指標という全国共通の指標である。CPA は 2008 年度に終了したが、2009 年度からは包括的地域評価
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11 Ibid., p.143. 
Hollingsworth と White は、監査委員会の組織構造が NAO（National Audit Office）の組織とは異なることを
指摘している。監査委員会は監査人の任命と規制の責務を負っているが、監査委員会自体は監査を実施し







13 Hollingsworth, K and F.White, op. cit.  
 Hollingsworth と White は、監査委員会の中央政府からの独立性について疑問視する見解を述べている。と
いうのも監査委員会の委員のメンバーの任命は主務大臣に委ねられているからである。 
14 原則として、事務監査請求による監査を行うのは監査委員である。個別外部監査人が行う場合には、議会
の決議を必要とし（第 252 条の 39 第 4 項）、議会においても決議が否決された場合には、その監査請求は
はじめから監査委員が実施するものとして請求されたものとみなされる。（第 252 条の 39 第 15 項） 
15 議会からの監査請求の場合には、監査委員に代えて、外部監査人に監査の請求を行うことができる。とは
いえ、この場合、議会はあらかじめ監査委員の意見を聞く必要があり、監査委員は直ちにその旨を知事ま
たは市長に報告しなければならない。（第 252 条の 40 第 3項） 
また、長からの監査請求の場合には、知事または市長は監査委員に代えて外部監査人の要求を行うことが
できる。ただし、この場合も監査委員は直ちに外部監査人によることについての意見を知事または市長に
通知しなければならず（第 252 条の 41 第 3 項）、さらに議会による決議を経ることが必要になる。（第 252









している（第 252 条の 43 第 2項）。監査委員は、当該監査請求があった日から 20 日以内に、知事または市
長に外部監査人に監査を行わせる旨を通知しない場合は、その監査請求は、はじめから監査委員が実施す





石川 恵子：公的部門の監査の効力とアカウンタビリティの構造 －英国と日本 
 





方自治体監査研究部会『地方自治体監査』第一法規 1991 年、51 頁。 
20 山本清教授によれば、監査概念の拡大は業績監査の指向及び財務監査における経済的合理性を高めること
になるが、このような方向は監査人が被監査主体である経営組織の活動にも影響を及ぼすことを述べられ
ている。山本清「監査人と経営組織の相互作用に関する考察（一）」『会計と監査』第 39 巻第 11 号 1988 年
11 月、12 頁。 
21 Davies は外部的説明責任が機能するためには、内部的説明責任が十分に機能している必要がることを述べ
ている。Davies, A. C.L., Accountability -A Public Law Analysis of Government by Contract, Oxford, 2001, pp-78-79. 
 
